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(57)【要約】
【課題】先端電極の刃先に相当する幅狭の電極露出部を
目標とする切開対象位置に正確に臨ませて所望通りの部
位を安全に切開することができ、また、シンプルな機構
で作動不良の発生し難い内視鏡用高周波処置具を提供す
ること。
【解決手段】先端電極２が先広がりの形状に配置された
一対のばね線材２０で形成されて、可撓性シース１の先
端内に出入りする動作に伴ってそれ自体の弾性により開
閉するその一対のばね線材２０の表面に電気絶縁性コー
ティング２５が施されると共に、一対のばね線材２０の
うちの少なくとも一方の閉じ方向面と開き方向面の少な
くとも一方に、電気絶縁性コーティング２５が被覆され
ていない電極露出部２６が軸方向に細長く形成されてい
る。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電気絶縁性の可撓性シースの先端部分に配置された先端電極が、前記可撓性シース内に
配置された操作ワイヤーを進退操作することにより前方に向かって開閉するように構成さ
れた内視鏡用高周波処置具において、
　導電性の一対のばね線材を前方に向かうにしたがって互いの間の間隔が次第に離れる先
広がりの形状に配置してそれらの後端を前記操作ワイヤーの先端に一体に接続固着して前
記先端電極が構成され、
　前記操作ワイヤーを前記可撓性シース内で軸方向に進退させることにより、前記一対の
ばね線材が前記可撓性シースの先端内に出入りする動作に伴って前記ばね線材自体の弾性
により開閉し、
　前記一対のばね線材の表面には電気絶縁性コーティングが施されると共に、前記一対の
ばね線材のうちの少なくとも一方の閉じ方向面と開き方向面の少なくとも一方に、前記電
気絶縁性コーティングが被覆されていない電極露出部が軸方向に細長く形成されているこ
とを特徴とする内視鏡用高周波処置具。
【請求項２】
　請求項１に記載された内視鏡用高周波処置具において、前記先端電極の最先端面が前記
電気絶縁性コーティングで被覆されている内視鏡用高周波処置具。
【請求項３】
　請求項１又は２に記載された内視鏡用高周波処置具において、前記一対のばね線材の基
端寄りの部分が前記可撓性シース内に引き込まれて先端寄りの部分が前記可撓性シースの
先端から突出した状態で、前記一対のばね線材の先端が閉じた状態になる内視鏡用高周波
処置具。
【請求項４】
　請求項３に記載された内視鏡用高周波処置具において、前記一対のばね線材が閉じた時
、前記一対のばね線材の先端どうしがあい対向して当接する内視鏡用高周波処置具。
【請求項５】
　請求項３に記載された内視鏡用高周波処置具において、前記一対のばね線材の先端が閉
じた時、前記一対のばね線材の先端どうしがすれ違う内視鏡用高周波処置具。
【請求項６】
　請求項１から５の何れかに記載された内視鏡用高周波処置具において、前記可撓性シー
スに外套管が緩く被嵌されていて、前記外套管の基端部分を前記可撓性シースの基端部分
に対し軸方向に進退させることにより、前記外套管の先端を前記可撓性シースの先端に対
して前後に移動させることができる内視鏡用高周波処置具。
【請求項７】
　請求項６に記載された内視鏡用高周波処置具において、前記外套管の先端が前記可撓性
シースの先端から前方に突出した時、その外套管の突出部内に前記一対のばね線材が弾性
変形した状態で収納される内視鏡用高周波処置具。
【請求項８】
　請求項１から７の何れかに記載された内視鏡用高周波処置具において、前記一対のばね
線材のうち少なくとも一方の最先端部に前記ばね線材より径の大きな先端塊が形成されて
いる内視鏡用高周波処置具。
【請求項９】
　請求項８に記載された内視鏡用高周波処置具において、前記先端塊が略球状又は半球状
に形成されている内視鏡用高周波処置具。
【請求項１０】
　請求項８又は９に記載された内視鏡用高周波処置具において、前記一対のばね線材の先
端に形成された先端塊が前記可撓性シース内に引き込まれない大きさに形成されている内
視鏡用高周波処置具。
【請求項１１】
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　請求項１から７の何れかに記載された内視鏡用高周波処置具において、前記一対のばね
線材のうち少なくとも一方の最先端部が閉じ方向に折り曲げられて先端折り曲げ部が形成
されている内視鏡用高周波処置具。
【請求項１２】
　請求項８から１１の何れかに記載された内視鏡用高周波処置具において、前記一対のば
ね線材の長さが相違する場合に、少なくとも長い方のばね線材の最先端部に前記先端塊又
は先端折り曲げ部が形成されている内視鏡用高周波処置具。
【請求項１３】
　請求項８、９又は１０に記載された内視鏡用高周波処置具において、前記一対のばね線
材の長さが相違する場合に、その双方の先端に前記先端塊が形成され、長い方のばね線材
の先端に形成された先端塊より短い方のばね線材の先端に形成された先端塊の方が小さく
形成されている内視鏡用高周波処置具。
【請求項１４】
　請求項１から１３の何れかに記載された内視鏡用高周波処置具において、前記一対のば
ね線材が各々開閉方向と相違する方向にも屈曲して形成されている内視鏡用高周波処置具
。
【請求項１５】
　請求項１４に記載された内視鏡用高周波処置具において、前記一対のばね線材が開閉方
向に対し垂直方向に各々屈曲して形成されている内視鏡用高周波処置具。
【請求項１６】
　請求項１から１５の何れかに記載された内視鏡用高周波処置具において、前記一対のば
ね線材の双方の閉じ方向面に各々前記電極露出部が形成されている内視鏡用高周波処置具
。
【請求項１７】
　請求項１から１５の何れかに記載された内視鏡用高周波処置具において、前記一対のば
ね線材の双方の開き方向面に各々前記電極露出部が形成されている内視鏡用高周波処置具
。
【請求項１８】
　請求項１から１５の何れかに記載された内視鏡用高周波処置具において、前記一対のば
ね線材の双方の閉じ方向面と開き方向面に各々前記電極露出部が形成されている内視鏡用
高周波処置具。
【請求項１９】
　請求項１から１５の何れかに記載された内視鏡用高周波処置具において、前記一対のば
ね線材のうち一方のばね線材の表面全面に前記電気絶縁性コーティングが被覆されている
内視鏡用高周波処置具。
【請求項２０】
　請求項１から１９の何れかに記載された内視鏡用高周波処置具において、前記一対のば
ね線材の各々の途中の少なくとも二箇所の位置に折り目が形成されている内視鏡用高周波
処置具。
【請求項２１】
　請求項２０に記載された内視鏡用高周波処置具において、前記二箇所の折り目のうち前
記ばね線材の先端に近い方の折り目より先端側の領域に前記電極露出部が形成されている
内視鏡用高周波処置具。
【請求項２２】
　請求項１に記載された内視鏡用高周波処置具において、前記一対のばね線材の長さが相
違している内視鏡用高周波処置具。
【請求項２３】
　請求項２２に記載された内視鏡用高周波処置具において、前記一対のばね線材のうち長
い方のばね線材の側面であって短い方のばね線材の先端より前方に位置する領域にも電極
露出部が形成されている内視鏡用高周波処置具。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、内視鏡の処置具案内管に通して使用される内視鏡用高周波処置具に関し、特
に先端電極が鋏状に開閉するタイプの内視鏡用高周波処置具に関する。
【背景技術】
【０００２】
　内視鏡用高周波処置具としては、使用目的に応じてループ状の高周波スネア、棒状の高
周波メス、前方に向かって開閉する高周波鋏等各種のものがあり、鋏状の内視鏡用高周波
処置具では、刃先に相当する細い電極露出部が設けられた先端電極を、パンタグラフ状の
リンク機構で前方に向かって開閉駆動するようになっている（例えば、特許文献１、２）
。
【特許文献１】　特開平５－２５３２４１号公報
【特許文献２】　特開２００７－２２９２９４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　鋏状の内視鏡用高周波処置具において切れ味よく安全に生体組織を切り裂くには、電極
露出部の幅をできるだけ狭く形成するのが望ましい。しかし、先端電極がリンク機構で開
閉駆動される内視鏡用高周波処置具においては、リンク機構の従動リンクに相当する先端
電極を機械的にある程度以上に頑丈なものにする必要があるため、先端電極の電極露出部
以外の部分が相当の幅を有する構成になってしまう。
【０００４】
　しかし、そのように先端電極の電極露出部以外の部分が幅広に形成されていると、内視
鏡観察画面においては、図３１に示されるように、内視鏡の先端から前方に突出された先
端電極ａの背中の部分が画面内に大きく広がって、それによって遮られる電極露出部の位
置が視認できないため、切開位置が所望の部位よりずれて不正確になってしまう場合があ
る。
【０００５】
　また、パンタグラフ状の複雑なリンク機構は、高周波処置により発生する組織の焼け焦
げ片が飛び散って付着すると、早期に作動不良を起こして開閉動作がうまくいかなくなっ
てしまう場合がある。
　本発明はそのような問題を解決するためになされたものであり、先端電極の刃先に相当
する幅狭の電極露出部を目標とする切開対象位置に正確に臨ませて所望通りの部位を安全
に切開することができ、また、シンプルな機構で作動不良の発生し難い内視鏡用高周波処
置具を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　電気絶縁性の可撓性シースの先端部分に配置された先端電極が、可撓性シース内に配置
された操作ワイヤーを進退操作することにより前方に向かって開閉するように構成された
内視鏡用高周波処置具において、導電性の一対のばね線材を前方に向かうにしたがって互
いの間の間隔が次第に離れる先広がりの形状に配置してそれらの後端を操作ワイヤーの先
端に一体に接続固着して先端電極が構成され、操作ワイヤーを可撓性シース内で軸方向に
進退させることにより、一対のばね線材が可撓性シースの先端内に出入りする動作に伴っ
てばね線材自体の弾性により開閉し、一対のばね線材の表面には電気絶縁性コーティング
が施されると共に、一対のばね線材のうちの少なくとも一方の閉じ方向面と開き方向面の
少なくとも一方に、電気絶縁性コーティングが被覆されていない電極露出部が軸方向に細
長く形成されている。
【０００７】
　なお、先端電極の最先端面が電気絶縁性コーティングで被覆されているとよい。また、
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一対のばね線材の基端寄りの部分が可撓性シース内に引き込まれて先端寄りの部分が可撓
性シースの先端から突出した状態で、一対のばね線材の先端が閉じた状態になるとよく、
一対のばね線材が閉じた時、一対のばね線材の先端どうしがあい対向して当接してもよく
、一対のばね線材の先端どうしがすれ違ってもよい。
【０００８】
　また、可撓性シースに外套管が緩く被嵌されていて、外套管の基端部分を可撓性シース
の基端部分に対し軸方向に進退させることにより、外套管の先端を可撓性シースの先端に
対して前後に移動させることができるようにしてもよく、外套管の先端が可撓性シースの
先端から前方に突出した時、その外套管の突出部内に一対のばね線材が弾性変形した状態
で収納されるようにしてもよい。
【０００９】
　また、一対のばね線材のうち少なくとも一方の最先端部にばね線材より径の大きな先端
塊が形成されていてもよく、先端塊が略球状又は半球状に形成されていてもよい。そして
、一対のばね線材の先端に形成された先端塊が可撓性シース内に引き込まれない大きさに
形成されていてもよい。また、一対のばね線材のうち少なくとも一方の最先端部が閉じ方
向に折り曲げられて先端折り曲げ部が形成されていてもよく、一対のばね線材の長さが相
違する場合に、少なくとも長い方のばね線材の最先端部に先端塊又は先端折り曲げ部が形
成されていてもよい。また、一対のばね線材の長さが相違する場合に、その双方の先端に
先端塊が形成され、長い方のばね線材の先端に形成された先端塊より短い方のばね線材の
先端に形成された先端塊の方が小さく形成されていてもよい。
【００１０】
　さらに、一対のばね線材が各々開閉方向と相違する方向にも屈曲して形成されていても
よく、一対のばね線材が開閉方向に対し垂直方向に各々屈曲して形成されていてもよい。
また、一対のばね線材の双方の閉じ方向面に各々電極露出部が形成されていても、一対の
ばね線材の双方の開き方向面に各々電極露出部が形成されていても、一対のばね線材の双
方の閉じ方向面と開き方向面に各々電極露出部が形成されていてもよく、一対のばね線材
のうち一方のばね線材の表面全面に電気絶縁性コーティングが被覆されていてもよい。
【００１１】
　また、一対のばね線材の各々の途中の少なくとも二箇所の位置に折り目が形成されてい
てもよく、二箇所の折り目のうちばね線材の先端に近い方の折り目より先端側の領域に電
極露出部が形成されていてもよい。また、一対のばね線材の長さが相違していてもよく、
一対のばね線材のうち長い方のばね線材の側面であって短い方のばね線材の先端より前方
に位置する領域にも電極露出部が形成されていてもよい。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明の内視鏡用高周波処置具によれば、先端電極が先広がりの形状に配置された一対
のばね線材で形成されて、可撓性シースの先端内に出入りする動作に伴ってそれ自体の弾
性により開閉するその一対のばね線材の表面に電気絶縁性コーティングが施されると共に
、一対のばね線材のうちの少なくとも一方の閉じ方向面と開き方向面の少なくとも一方に
、電気絶縁性コーティングが被覆されていない電極露出部が軸方向に細長く形成されてい
ることにより、細いばね線材が内視鏡の観察画像を殆ど遮らないので、先端電極の刃先に
相当する幅狭の電極露出部を目標とする切開対象位置に正確に臨ませて所望通りの部位を
安全に切開することができ、また、リンク機構等を用いることなくシンプルな機構でばね
線材自体の弾性により先端電極を開閉することができるので、高周波処置により発生する
組織の焼け焦げ片等による作動不良等が発生し難い等の格別の効果がある。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　以下、図面を参照して本発明の実施の形態を具体的に説明する。
　図２は、本発明の第１の実施の形態の全体構成を示している。１は、例えば可撓性のあ
るフッ素樹脂チューブ等からなる電気絶縁性の可撓性シースであり、その長さは例えば１
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～２ｍ程度である。可撓性シース１の先端部分には、生体組織を高周波電流で焼灼して切
り裂くための先端電極２が配置されている。可撓性シース１内には、可撓性を有する導電
性の操作ワイヤー３が軸方向に進退自在に挿通されていて、その先端が先端電極２に機械
的及び電気的に連結接続されている。
【００１４】
　可撓性シース１の基端に連結された操作部１０には、操作ワイヤー３の基端が連結され
た電極開閉操作部材１２がスライド自在に配置されていて、矢印Ａで示されるように、電
極開閉操作部材１２をスライド操作することにより操作ワイヤー３が可撓性シース１内で
軸方向に進退して、先端電極２が可撓性シース１の先端で前方に向かって開閉動作をする
。電極開閉操作部材１２には、図示されていない高周波電源に接続される接続端子１３が
設けられていて、操作ワイヤー３を経由して先端電極２に高周波電流を通じることができ
る。
【００１５】
　４は、可撓性シース１の外周に緩く被嵌された、例えば可撓性のあるフッ素樹脂チュー
ブ等からなる電気絶縁性の外套管であり、その基端に取り付けられた摘み４ａを、矢印Ｂ
で示されるように軸方向に進退操作することにより、外套管４が可撓性シース１に対して
軸方向に進退し、外套管４の最先端部を可撓性シース１の最先端部に対して前後に移動さ
せることができる。
【００１６】
　図３は可撓性シース１の先端付近を示し、図４はＸ－Ｏ－Ｘ線で切断された断面におけ
る拡大断面図である。
　先端電極２は、断面形状が円形の例えば直径が０．２～０．５ｍｍ程度のばね用ステン
レス線材等のような導電性の一対のばね線材２０を、前方に向かうにしたがって互いの間
の間隔が次第に離れる先広がりの形状に配置して、それらの後端を導電性の接続管５等で
操作ワイヤー３の先端に一体に接続固着して構成されている。ただし、ばね線材２０の断
面形状を偏平にしてもよく、偏平面を開閉方向に位置させると、開閉方向が安定して捩れ
た動作をし難くなる。
【００１７】
　この実施の形態の各ばね線材２０の基端寄りの部分は、接続管５に対する基端固着部か
ら平行に真っ直ぐ前方に向けて並んで配置されて、第１の折り目２１において各々外方に
例えば１０～３０°程度折り曲げられ、さらに、第１の折り目２１と最先端部との間の第
２の折り目２２で第１の折り目２１より大きな角度（例えば３０～６０°程度）で開き方
向に折り曲げられ、各折り目２１，２２以外の部分では略真っ直ぐに形成されている。た
だし、各ばね線材２０の形状が曲線的な部分を有していたり、折り目が３箇所以上あって
も差し支えない。
【００１８】
　各ばね線材２０の最先端部には、ばね線材２０の径より大きな径の略球状又は半球状の
先端塊２３が形成されており、この実施の形態においては、先端塊２３がばね線材２０に
対して偏位することなくばね線材２０の外周の全方向に膨らんだ状態に形成され、各ばね
線材２０の第２の折り目２２と先端塊２３の間の部分が生体組織を切り裂くための電極刃
部区間２４になっている。
【００１９】
　図４に示されるように、各ばね線材２０の外表面には、例えばフッ素樹脂系等の電気絶
縁性コーティング２５が施されており、各図において電気絶縁性コーティング２５の表面
部分は砂目状に図示されている。そして、電極刃部区間２４の領域においては、電気絶縁
性コーティング２５が施されていない電極露出部２６が、各ばね線材２０の閉じ方向面に
ばね線材２０の軸方向に真っ直ぐに細長く形成されている。
【００２０】
　図１は、そのような先端電極２の先端寄りの部分（電極刃部区間２４の領域）を示して
おり、一対のばね線材２０の双方の閉じ方向面に電極露出部２６が向かい合う状態に形成
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されている。電極露出部２６の幅は例えば０．１～０．４ｍｍ程度、長さは１～６ｍｍ程
度である。先端塊２３の表面には全面に電気絶縁性コーティング２５が施されており、そ
の結果、先端電極２の最先端面は電気絶縁性コーティング２５で被覆された状態になって
いる。図中の矢印は、一対のばね線材２０の開閉方向を示している。
【００２１】
　このように構成された先端電極２は、操作ワイヤー３が操作部１０側から牽引されると
、図５に示されるようにばね線材２０全体が可撓性シース１の先端内に引き込まれて、ば
ね線材２０が窄まった状態に弾性変形する。先端塊２３を可撓性シース１内に引き込まれ
ない大きさに形成しておくと、先端電極２全体が可撓性シース１の奥まで引き込まれない
ので使いがってがよい。
【００２２】
　逆に操作ワイヤー３が操作部１０側から押されると、図３に示されるように、ばね線材
２０自体の弾性により一対のばね線材２０が前方に向かって広がった状態に戻る。このよ
うに、操作ワイヤー３を操作部１０側から軸方向に進退操作することにより、一対のばね
線材２０が、可撓性シース１の先端内に出入りしてばね線材２０自体の弾性により開閉動
作をする。
【００２３】
　そしてその動作の途中において、図６に示されるように、第２の折り目２２が可撓性シ
ース１の最先端部にさしかかった位置で、電極刃部区間２４だけが可撓性シース１の先端
から前方に向かって突出して開いた状態になる。そして、その状態から操作ワイヤー３を
操作部１０側に牽引して、第２の折り目２２が可撓性シース１内に少しだけ引き込まれる
ようにばね線材２０の基端寄りの部分を可撓性シース１内に引き込むと、図７に示される
ように、一対のばね線材２０の電極刃部区間２４が部分的に可撓性シース１の先端内に引
き込まれ、電極刃部区間２４の先端寄りの部分が可撓性シース１の前方に突出した状態で
閉じた状態になる。その際に、この実施の形態では、一対のばね線材２０の先端の先端塊
２３どうしが互いに摺接しながら、各ばね線材２０を少し側方に弾性変形させてすれ違っ
た状態になる。
【００２４】
　なお、本発明の内視鏡用高周波処置具を図示されていない内視鏡の処置具案内管に挿脱
する際には、図８に示されるように外套管４を前方に押し出して、その先端を可撓性シー
ス１の先端から前方に突出させ、それによって一対のばね線材２０を外套管４の突出部内
において中程度に閉じた状態に弾性変形させて収容しておくとよい。或いは、図５に示さ
れるように、先端電極２を可撓性シース１内に引き込んで完全に閉じた状態にしておいて
もよい。
【００２５】
　図９と図１０は、この実施の形態の内視鏡用高周波処置具を鋏のように使って生体組織
を切断している状態を示している。
　即ち、図６に対応する図９に示されるように、開いた状態の一対の電極刃部区間２４の
間に生体組織を挟み込んだ状態にし、ばね線材２０に高周波電流を流しながら、図７に対
応する図１０に示されるように、一対の電極刃部区間２４を閉じると、生体組織が各電極
刃部区間２４の閉じ方向面に形成されている電極露出部２６との接触部で焼灼されて切断
される。
【００２６】
　この時、ばね線材２０が極めて細いことにより、電極刃部区間２４が閉じる動作の際の
生体組織との干渉量が小さいので、電極露出部２６と接触した組織が切断されるのと同時
に電極刃部区間２４が生体組織の切り口内にスムーズに食い込んでいき、非常に切れ味の
よい切断動作が得られる。また、図１１に示されるように、内視鏡の観察画面においては
、ばね線材２０が極めて細くて観察視野を妨げないので、目標とする切開対象位置に電極
露出部２６を正確に臨ませて所望通りの部位を安全に切開することができる。また、先端
塊２３の表面が電気絶縁性コーティング２５で被覆されていることにより、切開対象部位
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以外の生体組織を意に反して焼灼する恐れがない。
【００２７】
　さらに、ばね線材２０は、極細の電極露出部２６以外の部分が電気絶縁性コーティング
２５で覆われているので生体組織の焼け焦げの付着が少なく、ばね線材２０自体が有する
弾性力でばね線材２０の開閉が行われるシンプルな構成であって、リンク機構等のような
複雑な作動部位がないので、焼け焦げ片が飛び散っても開閉動作の作動不良が起き難い。
　図１２～図１４は、本発明の第１の実施の形態における電極露出部２６の配置の変形例
を示しており、図１２に示される第１の変形例においては、一対のばね線材２０の一方の
みの閉じ方向面に電極露出部２６が形成されて、他方のばね線材２０はその表面全体に電
気絶縁性コーティング２５が被覆されている。このように構成しても一方のばね線材２０
のみに形成された電極露出部２６で生体組織を切り裂くことができる。図１３に示される
第２の変形例では、電極露出部２６が一対のばね線材２０の一方の（双方でもよい）ばね
線材２０の開き方向面に形成されている。このようにすると、生体組織を切り開く高周波
切開処置を行うことができる。図１４に示される第３の変形例では、電極露出部２６がば
ね線材２０の双方の（一方でもよい）ばね線材２０の閉じ方向面と開き方向面の双方に電
極露出部２６が形成されている。
【００２８】
　図１５は、本発明の第２の実施の形態の先端電極２の先端付近（電極刃部区間２４の部
分）を示しており、各ばね線材２０の先端に形成された先端塊２３どうしが接触するかし
ない程度にばね線材２０の長さを相違させたものである。このように構成すると、閉じ動
作の際に先端塊２３どうしがぶつからずに相手のばね線材２０と擦れ合うので、一対のば
ね線材２０の先端どうしがスムーズにすれ違うことができる。その他の構成は、第１の実
施の形態と電極露出部２６の配置の変形例を含めて同様である。
【００２９】
　図１６は、本発明の第３の実施の形態の先端電極２の先端付近（電極刃部区間２４の部
分）を示しており、各ばね線材２０の先端に形成された先端塊２３の閉じ方向面をばね線
材２０より出っ張らない状態に削除して、一対のばね線材２０が閉じた状態では、ばね線
材２０の先端どうしがすれ違わずにあい対向して当接するようにしたものである。矢印は
ばね線材２０の開閉方向を示している。その他の構成は、第１の実施の形態と電極露出部
２６の配置の変形例を含めて同様である。
【００３０】
　このように構成すると、一対のばね線材２０が閉じ状態において真っ直ぐに並んで棒状
になるので、図１７に例示されるように、一本のメスとして生体組織を切り裂く使い方に
も適したものになる。したがって、この実施の形態の場合は、ばね線材２０の開き方向面
に電極露出部２６が形成されていると具合がよく、先端塊２３が電気絶縁性コーティング
２５で被覆されていることにより、周囲の生体組織をばね線材２０の先端で焼灼する恐れ
がない効果がより大きくなる。
【００３１】
　図１８は、本発明の第４の実施の形態のばね線材２０の先端付近（電極刃部区間２４の
部分）を示しており、各ばね線材２０の先端に形成された先端塊２３どうしが接触するか
しない程度にばね線材２０の長さを相違させ、さらに、短い方のばね線材２０の先端塊２
３の閉じ方向面をばね線材２０より出っ張らない状態に削除したものである。その他の構
成は、第１の実施の形態と電極露出部２６の配置の変形例を含めて同様である。このよう
に構成しても、第３の実施の形態と同様に、一対のばね線材２０が閉じ状態において真っ
直ぐに並んで棒状になり、一本のメスとして生体組織を切り裂く使い方にも適したものに
なる。
【００３２】
　図１９～図２１は、本発明の第４の実施の形態の変形例を示しており、図１９に示され
る第１の変形例では、長い方のばね線材２０の先端に形成された大きな先端塊２３が閉じ
方向寄りに偏位し、且つ、それより小さく形成された短い方のばね線材２０の先端塊２３
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が長い方のばね線材２０の先端塊２３の後方に隠れるように構成されている。このように
構成することにより、一本のメスとして使用する際の安全性がより高まる。図２０に示さ
れる第２の変形例は、短い方のばね線材２０の先端から先端塊２３が省かれたもの、図２
１に示される第３の変形例は、先端塊２３が非円形（例えば、略円錐形）に形成されたも
のである。このように構成しても、第４の実施の形態と同様の作用効果を得ることができ
る。
【００３３】
　図２２は、本発明の第５の実施の形態の先端電極２の先端付近（電極刃部区間２４の部
分）を示しており、各ばね線材２０の先端に先端塊２３を形成するのに代えて、ばね線材
２０の最先端部を閉じ方向に折り曲げて先端折り曲げ部２３′を形成したものである。矢
印はばね線材２０の開閉方向を示している。その他の構成は、第１の実施の形態と電極露
出部２６の配置の変形例を含めて同様である。このように構成しても、第１の実施の形態
と同様の作用効果が得られ、二つの先端折り曲げ部２３′どうしがぶつかり合うことなく
すれ違うことができる。なお、先端折り曲げ部２３′の最先端面（図２２において下方の
面）は電気絶縁性コーティング２５面になるが、図２２に符号ｅで示される先端折り曲げ
部２３′の裏面には電極露出部２６を形成してもよい。
【００３４】
　図２３と図２４は、本発明の第５の実施の形態の変形例を示しており、図２３に示され
る第１の変形例は、ばね線材２０の長さを相違させたものであって、図１５の実施の形態
と同様の作用効果が得られる。図２４に示される第２の変形例は、短い方のばね線材２０
から先端折り曲げ部２３′を省略したものであり、この場合は一対のばね線材２０が閉じ
状態においてはすれ違わずに当接し合う。
【００３５】
　図２５は本発明の第６の実施の形態を示しており、第１の実施の形態の構成を全て備え
る内視鏡用高周波処置具のばね線材２０の一方を他方より、例えば電極刃部区間２４の長
さと同程度（１／２～３／２倍程度）の長さ分だけ長く形成して、その長い方のばね線材
２０の側面であって短い方のばね線材２０の先端より前方に位置する延長区間２７にも電
極露出部２６が形成されている。その他の構成は、第１の実施の形態と電極露出部２６の
配置の変形例を含めて同様である。このように構成すると、図２６に示されるように、短
い方のばね線材２０の電極刃部区間２４を可撓性シース１内に収めておいて、長い方のば
ね線材２０の延長区間２７だけをメスとして使用することができる。なお、このような構
成は第２～第５の実施の形態の内視鏡用高周波処置具に対しても適用することができる。
【００３６】
　図２７は本発明の第７の実施の形態の先端電極２を示しており、各ばね線材２０が開閉
方向において先端が広がった形状に形成されているだけでなく、開閉方向に対し垂直方向
においても各々同形状に屈曲した形状に形成されている。矢印はばね線材２０の開閉方向
を示している。その他の構成は、第１の実施の形態と電極露出部２６の配置の変形例を含
め同じであり、このように構成すると、図２８に示されるように、体壁面に対して浅い角
度でしかアプローチできないような症例において、ばね線材２０を容易に体壁面に沿って
患部に臨ませることができる。なお、ばね線材２０を開閉方向に対して垂直以外の方向（
例えば４５°傾いた方向等）に曲げてもよく、これらの構成は第２～第６の実施の形態の
内視鏡用高周波処置具に対しても適用することができる。
【００３７】
　図２９は本発明の第８の実施の形態の可撓性シース１の先端付近を示しており、各ばね
線材２０の第２の折り目２２において、それより先側の電極刃部区間２４が第１の折り目
２１と第２の折り目２２との間の部分より内側へ向かうように折り曲げられている。電極
露出部２６は両電極刃部区間２４の閉じ方向面に形成されており、第１の折り目２１と第
２の折り目２２との間の領域の閉じ方向面にも電極露出部２６が形成されているとよい。
その他の構成は、第１の実施の形態と電極露出部２６の配置の変形例を含め同様であり、
このように構成すると、図３０に示されるように、一対のばね線材２０が可撓性シース１
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に引き込まれる前に第２の折り目２２が外側に膨らんでループが形成されるので、そのル
ープ内にポリープを捉えて高周波電流による切除処置を行うこともできる。このような構
成は第２～第７の実施の形態の内視鏡用高周波処置具に対しても適用することができる。
【００３８】
　なお、本発明は以上説明した実施の形態に限定されるものではなく、例えば、一対のば
ね線材２０が高周波電源の正極と負極とに電気的に分離して接続されるいわゆるバイポー
ラ型の内視鏡用高周波処置具に本発明を適用することもできる。
【図面の簡単な説明】
【００３９】
【図１】本発明の第１の実施の形態の内視鏡用高周波処置具の先端電極の先端寄りの部分
の斜視図。
【図２】本発明の第１の実施の形態の内視鏡用高周波処置具の全体構成を示す側面図。
【図３】本発明の第１の実施の形態の内視鏡用高周波処置具の可撓性シースの先端付近の
側面断面図。
【図４】本発明の第１の実施の形態の図３に示されるＸ－Ｏ－Ｘ線において切断された切
断面の拡大断面図。
【図５】本発明の第１の実施の形態の内視鏡用高周波処置具において先端電極が可撓性シ
ース内に引き込まれた状態の側面断面図。
【図６】本発明の第１の実施の形態の内視鏡用高周波処置具において先端電極の一対の電
極刃部区間が開いた状態の側面断面図。
【図７】本発明の第１の実施の形態の内視鏡用高周波処置具において先端電極の一対の電
極刃部区間が閉じた状態の側面断面図。
【図８】本発明の第１の実施の形態の内視鏡用高周波処置具において外套管が前方に押し
出された状態の側面断面図。
【図９】本発明の第１の実施の形態の内視鏡用高周波処置具において生体組織に対し高周
波処置が行われる状態の側面断面図。
【図１０】本発明の第１の実施の形態の内視鏡用高周波処置具において生体組織に対し高
周波処置が行われる状態の側面断面図。
【図１１】本発明の第１の実施の形態の内視鏡用高周波処置具において生体組織に対し高
周波処置が行われる際の内視鏡観察像の正面図。
【図１２】本発明の第１の実施の形態の内視鏡用高周波処置具における電極露出部の配置
の第１の変形例の斜視図。
【図１３】本発明の第１の実施の形態の内視鏡用高周波処置具における電極露出部の配置
の第２の変形例の斜視図。
【図１４】本発明の第１の実施の形態の内視鏡用高周波処置具における電極露出部の配置
の第３の変形例の斜視図。
【図１５】本発明の第２の実施の形態の内視鏡用高周波処置具の先端電極の先端寄りの部
分の側面図。
【図１６】本発明の第３の実施の形態の内視鏡用高周波処置具の先端電極の先端寄りの部
分の側面図。
【図１７】本発明の第３の実施の形態の内視鏡用高周波処置具において生体組織に対し高
周波処置が行われる状態の側面図。
【図１８】本発明の第４の実施の形態の内視鏡用高周波処置具の先端電極の先端寄りの部
分の側面図。
【図１９】本発明の第４の実施の形態の内視鏡用高周波処置具において先端塊の態様を変
えた第１の変形例の斜視図。
【図２０】本発明の第４の実施の形態の内視鏡用高周波処置具において先端塊の態様を変
えた第２の変形例の斜視図。
【図２１】本発明の第４の実施の形態の内視鏡用高周波処置具において先端塊の態様を変
えた第３の変形例の斜視図。
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【図２２】本発明の第５の実施の形態の内視鏡用高周波処置具の先端電極の先端寄りの部
分の側面図。
【図２３】本発明の第５の実施の形態の内視鏡用高周波処置具において先端折り曲げ部分
の態様を変えた第１の変形例の斜視図。
【図２４】本発明の第５の実施の形態の内視鏡用高周波処置具において先端折り曲げ部分
の態様を変えた第２の変形例の斜視図。
【図２５】本発明の第６の実施の形態の内視鏡用高周波処置具の可撓性シースの先端付近
の側面断面図。
【図２６】本発明の第６の実施の形態の内視鏡用高周波処置具において生体組織に対し高
周波処置が行われる状態の側面図。
【図２７】本発明の第７の実施の形態の内視鏡用高周波処置具の先端電極部分の斜視図。
【図２８】本発明の第７の実施の形態の内視鏡用高周波処置具において生体組織に対し高
周波処置が行われる状態の側面図。
【図２９】本発明の第８の実施の形態の内視鏡用高周波処置具の可撓性シースの先端付近
の側面断面図。
【図３０】本発明の第８の実施の形態の内視鏡用高周波処置具においてポリープ切除の高
周波処置が行われる状態の側面断面図。
【図３１】従来の内視鏡用高周波処置具において生体組織に対し高周波処置が行われる際
の内視鏡観察像の正面図。
【符号の説明】
【００４０】
１…可撓性シース
２…先端電極
３…操作ワイヤー
４…外套管
２０…ばね線材
２１…第１の折り目
２２…第２の折り目
２３…先端塊
２３′…先端折り曲げ部
２４…電極刃部区間
２５…電気絶縁性コーティング
２６…電極露出部
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